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１. 18年 9月中間期の業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 13,103 7.4 695 △ 23.5 722 △ 20.8
17年 9月中間期 12,195 4.4 909 11.3 912 11.8
18年 3月期 25,080 1,596 1,659

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 466 △ 6.6 9.29
17年 9月中間期 499 47.8 9.94
18年 3月期 886 17.35
(注)①期中平均株式数    18年 9月中間期    50,171,058 株   17年 9月中間期    50,200,086 株   18年 3月期    50,191,716 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態
       　総  資  産          純　資　産           自己資本比率         1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 9月中間期 37,804 21,712 57.4 432.80
17年 9月中間期 33,543 20,552 61.3 409.49
18年 3月期 37,854 22,273 58.8 443.60
(注)①期末発行済株式数　18年 9月中間期     　50,166,772 株　17年 9月中間期     　50,190,679 株　18年 3月期     　50,176,192 株

 　 ②期末自己株式数　　18年 9月中間期      　1,262,056 株　17年 9月中間期        1,238,149 株　18年 3月期      　1,252,636 株

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　 　経　常　利　益  　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 27,000 1,300 700
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              13 円  95 銭

３.配当状況
・現金配当

18年3月期

19年3月期（実績）

19年3月期（予想）

 ※上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な
    要因によって予想数値と異なる可能性があります。
    なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の５ページをご参照下さい。
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個別中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前 事 業 年 度 の期 別 当中間会計期間末 前中間会計期間末
要約貸借対照表

平成18年9月30日 平成17年9月30日 平成18年3月31日

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比科 目

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ流動資産

1 現金及び預金 1,237 2,256 1,923

2 受取手形 1,513 981 1,050

3 売掛金 7,271 6,132 6,698

4 有価証券 2 0 2

5 たな卸資産 5,323 4,788 5,659

6 繰延税金資産 168 179 185

7 その他 265 195 292

流動資産合計 15,783 41.8 14,534 43.3 15,812 41.8

Ⅱ固定資産

有形固定資産(1)

1 建物 3,065 2,506 2,438

2 機械及び装置 6,811 5,498 5,873

3 土地 935 935 935

4 建設仮勘定 394 452 1,087

5 その他 1,588 1,238 1,251

有形固定資産合計 12,796 33.8 10,630 31.7 11,585 30.6

(2) 24 0.1 41 0.1 32 0.1無形固定資産

投資その他の資産(3)

1 投資有価証券 7,752 6,851 8,980

2 その他 1,448 1,484 1,444

投資その他の資産合計 9,200 24.3 8,336 24.9 10,425 27.5

固定資産合計 22,020 58.2 19,008 56.7 22,042 58.2

資産合計 37,804 100.0 33,543 100.0 37,854 100.0

【単 独】
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【単 独】

(単位：百万円)

前事業年度の期 別 当中間会計期間末 前中間会計期間末
要約貸借対照表

平成18年9月30日 平成17年9月30日 平成18年3月31日

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比科 目

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ流動負債

1 支払手形 777 549 648

2 買掛金 2,671 1,979 2,531

3 短期借入金 3,325 2,445 1,853

4 未払法人税等 209 444 479

5 賞与引当金 305 338 313

6 役員賞与引当金 4 － －

7 その他 2,998 2,105 2,887

流動負債合計 10,291 27.3 7,863 23.4 8,713 23.0

Ⅱ固定負債

1 長期借入金 2,858 2,555 3,435

2 繰延税金負債 1,024 740 1,494

3 退職給付引当金 1,755 1,592 1,672

4 役員退職慰労引当金 161 240 265

固定負債合計 5,800 15.3 5,127 15.3 6,867 18.2

負債合計 16,091 42.6 12,990 38.7 15,581 41.2

（資本の部）

－ － 9,855 29.4 9,855 26.0Ⅰ資本金

－Ⅱ資本剰余金

1 資本準備金 － 2,467 2,467

2 その他資本剰余金 － 4,300 4,300

資本剰余金合計 － － 6,767 20.2 6,767 17.9

Ⅲ利益剰余金

1 別途積立金 － 1,300 1,300

2 中間(当期)未処分利益 － 824 1,211

利益剰余金合計 － － 2,124 6.3 2,511 6.6

－ － 2,202 6.6 3,541 9.3Ⅳその他有価証券評価差額金

－ － △ 398 △ 1.2 △ 403 △ 1.0Ⅴ自己株式

資本合計 20,552 61.3 22,273 58.8－ －

負債資本合計 33,543 100.0 37,854 100.0－ －

（純資産の部）

Ⅰ株主資本

(1)資本金 9,855 26.1 － － － －

(2)資本剰余金

1 資本準備金 2,467 － － －

2 その他資本剰余金 4,299 － － －

資本剰余金合計 6,767 17.9 － － － －

(3)利益剰余金

1 利益準備金 － － －

2 その他利益剰余金

別途積立金 1,900 － －

繰越利益剰余金 811 － －

利益剰余金合計 2,711 7.2 － － － －

(4)自己株式 △ 407 △ 1.1 － － － －

株主資本合計 18,928 50.1 － － － －

Ⅱ評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,784 － － －

評価・換算差額等合計 2,784 7.3 － － － －

－ － －純資産合計 21,712 57.4 －

－ － －負債純資産合計 37,804 100.0 －
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【単 独】

（２）中間損益計算書

(単位：百万円)

前 事 業 年 度 の期 別 当中間会計期間 前中間会計期間
要約損益計算書

自平成18年4月 1日 自平成17年4月 1日 自平成17年4月 1日

至平成18年9月30日 至平成17年9月30日 至平成18年3月31日

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比科 目

％ ％ ％

13,103 100.0 12,195 100.0 25,080 100.0Ⅰ売上高

10,258 78.3 9,165 75.2 19,262 76.8Ⅱ売上原価

売上総利益 2,844 21.7 3,029 24.8 5,817 23.2

2,149 16.4 2,120 17.3 4,220 16.8Ⅲ販売費及び一般管理費

営業利益 695 5.3 909 7.5 1,596 6.4

Ⅳ営業外収益

1 受取利息及び配当金 73 59 120

2 その他 77 56 140

計 151 1.2 115 0.9 260 1.0

Ⅴ営業外費用

1 支払利息 54 48 100

2 たな卸資産評価損 8 22 27

3 その他 61 41 70

計 123 1.0 112 0.9 198 0.8

経常利益 722 5.5 912 7.5 1,659 6.6

Ⅵ特別利益

1 過年度損益修正益 17 － －

計 17 0.1 － － － －

Ⅶ特別損失

1 固定資産除却損 57 69 161

2 その他 2 － －

計 59 0.4 69 0.6 161 0.6

税引前中間（当期）純利益 680 5.2 843 6.9 1,497 6.0

法人税、住民税及び事業税 189 426 729

法人税等調整額 25 △ 82 △ 118

差引 214 1.6 343 2.8 611 2.5

中間（当期）純利益 466 3.6 499 4.1 886 3.5

前期繰越利益 325 325

中間（当期）未処分利益 824 1,211
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【単 独】

（３）中間株主資本等変動計算書

(単位：百万円)当中間会計期間（自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日）

株主資本

項 目 資本剰余金
資本金

資本準備金 その他資本剰余金

平成18年3月31日残高 9,855 2,467 4,300

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当

役員賞与

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分 △ 0

別途積立金の積立

株主資本以外の項目の中間

（ ）会計期間中の変動額 純額

中間会計期間中の変動額合計 － － △ 0

平成18年9月30日残高 9,855 2,467 4,299

株主資本

利益剰余金
項 目

その他利益剰余金 自己株式 株主資本合計
利益準備金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高 － 1,300 1,211 △ 403 18,731

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 250 △ 250

役員賞与 △ 15 △ 15

中間純利益 466 466

自己株式の取得 △ 3 △ 3

自己株式の処分 0 0

別途積立金の積立 600 △ 600 －

株主資本以外の項目の中間

（ ）会計期間中の変動額 純額

中間会計期間中の変動額合計 － 600 △ 399 △ 3 196

平成18年9月30日残高 － 1,900 811 △ 407 18,928

項 目 純資産合計
評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

平成18年3月31日残高 3,541 22,273

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 250

役員賞与の支給 △ 15

中間純利益 466

自己株式の取得 △ 3

自己株式の処分 0

別途積立金の積立 －

△ 757 △ 757
株主資本以外の項目の中間

（ ）会計期間中の変動額 純額

中間会計期間中の変動額合計 △ 757 △ 560

平成18年9月30日残高 2,784 21,712
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【単 独】

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

②その他の有価証券

時価のあるもの

中間決算日末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法

によっております。

(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

(3) 長期前払費用

均等償却によっております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、決算日における支給見込額に基づき、当中間

決算日に見合う分を計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、中間決算日において発生していると認められる額を計上しております。

会計基準変更時差異（１，２２２百万円）については、１０年による按分額を費用処理してお

ります。

数理計算上の差異については、各期発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間決算日末要支給額を

計上しております。

４．外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。
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【単 独】

５．リ－ス取引の処理方法

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たすため、特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段：金利スワップ

ヘッジ対象：特定借入金の支払金利

③ ヘッジ方針

金利変動による支払金利の増加リスクを減殺する目的で行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしており、その判定をもって有効性の判定に代えて

おります （中間決算日における有効性の評価を省略しております ）。 。

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号

平成１７年１２月９日 ）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針 （企」

業会計基準適用指針第８号 平成１７年１２月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、２１，７１２百万円であります。

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。

（役員賞与に関する会計基準）

、「 」（ ）当中間会計期間より 役員賞与に関する会計基準 企業会計基準第４号 平成１７年１１月２９日

を適用しております。

これにより営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は、それぞれ４百万円減少しております。
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注 記事項

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額

40,689 百万円 39,485 百万円 39,947 百万円

２．担保資産

(1) 担保差入資産 11,057 百万円 10,053 百万円 10,683 百万円

(2) 債務の内容

長期借入金 4,389 百万円 4,207 百万円 5,255 百万円

３．偶発債務

銀行借入に対する保証債務等 316 百万円 589 百万円 373 百万円

４．期末日満期手形の会計処理

中間会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間末日が金融機関の休日であったため、受取手形 392百万円、支払手形 20百

万円が、当中間会計期間末残高に含まれております。

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末 当中間会計期間 当中間会計期間 当中間会計期間末

株式数（千株） 増加株式数 千株 減少株式数 千株 株式数（千株）（ ） （ ）

自己株式

普通株式 1,252 9 0 1,262

合 計 1,252 9 0 1,262

（注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる取得であります。

２.普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増しによる売却であります。

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

(有価証券関係)

当中間会計期間末、前中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。

【単 独】


